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NY マーケットレポート（2018 年 4 月 2 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、欧州市場がイースターマンデーで休場となっていたため、序盤はやや小動きの展開となった。ただ、米中の貿易

戦争への懸念を背景とした米国株の大幅下落を受けて投資家のリスク回避の動きが強まり、相対的に安全な通貨とされる円を買

う動きが優勢となった。一方、米株式市場では、ダウ平均株価が序盤から軟調な動きとなり、一時 3/29 と比べ、758 ドル安ま

で下落する場面があるなど、主要株価は軒並み大幅下落となった。 

 

 

米主要経済指標 

 

3月 ISM製造業景況指数 59.3（予想 60.0・前回 60.8） 

 

3月の ISM製造業景況指数は、市場予想の 60.0を下回る 59.3となり、前月からも 1.5ポイントの低下となった。ただ、製造業

の景気拡大・縮小の分岐点となる 50は 19ヵ月連続で上回った。新規受注が 61.9（前月 64.2）、生産が 61.0（62.0）、雇用が 57.3

（59.7）、在庫が 55.5（56.7）といずれも低下したが、仕入れ価格は 78.1（74.2）と上昇した。3月は 18業種中 17業種が景況

拡大を報告、業況が縮小は 1業種だった。 
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円売り越しが大幅に縮小、2016年 11月以来の低水準 

 

CFTC（商品先物取引委員会）の IMM通貨先物の投機部門の取組（3/27までの週）では、ドルの売り越しが前週記録した 2011年

8月以来の高水準から減少した。ドルの主要 6通貨（円、ユーロ、ポンド、スイスフラン、カナダドル、豪ドル）に対する売り

越し額は、217 億 3000 万ドル（前週は 219 億 9000 万ドル）となった。一方、円の売り越しは 3668 枚（前週 21999 枚）から大

幅に縮小し、2016年 11月以来の低水準となった。米国以外の国・地域の景気加速への期待や、トランプ米大統領による関税導

入をきっかけにした貿易戦争を巡る懸念がドルの下押し要因となっている。 

 

 

出所：データを基に SBILMが作成 

 
出所：データを基に SBILMが作成 
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米主要株価は大幅下落 

 

米株式市場は、インターネット小売り大手やハイテク株を中心に大きく下落し、投資家心理を冷やした。また、米中の貿易戦争

への懸念が再燃したことも圧迫要因となった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時 3/29 と比べ 758 ドル安まで

下落する場面もあった。また、ハイテク株中心のナスダックは 2.7％以上の下落となった。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 
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株価下落などを背景に、リスク回避の動きが強まる 

 

NY 市場では、欧州市場がイースターマンデーで休場となっていたため薄商いとなり、序盤はやや小動きの展開となった。その

後、ISM製造業景況指数が予想を下回る結果となったことや、米中の貿易戦争への懸念などを背景とした米国株の大幅下落を受

けて、投資家のリスク回避の動きが強まり、相対的に安全な通貨とされる円を買う動きが優勢となり、ドル円・クロス円は軟調

な動きとなった。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


